
   愛媛大学学生準則 

 

                                                   平成１６年 ４月 １日 

                                                   制 定 

 

第１章 宣誓書、保証書及び身上報告書等 

(宣誓書) 

第１条 愛媛大学（以下「本学」という。）学生となる者は、所定の宣誓書を入学手続の

ときに、学長に提出しなければならない。 

(保証書) 

第２条 本学学生となる者は、父母又はこれに準ずる者を保証人とする所定の保証書を入

学手続のときに学長に提出しなければならない。 

２ 保証人又は保証人の住所、その他に異動があったときは、当該学生は直ちに所定の保

証書記載事項変更届を学長に提出しなければならない。なお、保証人を変更したときは、

その保証人の保証書を併せて学長に提出するものとする。 

(学生記録等) 

第３条 本学学生となる者は、所定の学生記録、入学資格に関する証明書及び写真を入学

時に学長に提出しなければならない。 

(氏名の変更) 

第４条 学生は、氏名を変更したときは、直ちに所定の氏名変更届を学長に提出しなけれ

ばならない。 

 

第２章 学生証 

(学生証の交付及び返付) 

第５条 入学手続を完了した者には、入学後に学生証を交付する。 

２ 学生証の有効期間が満了したときは、直ちに学長に申し出て、改めて学生証の交付を

受けなければならない。 

３ 学生証を紛失したとき又は著しく損傷したときは、直ちに所定の学生証再交付願を、

学長に提出して、再交付を受けなければならない。 

４ 卒業又は退学等により学生の身分を失ったときは、直ちに学生証を返付しなければな

らない。 

(学生証の所持) 

第６条 学生は、常に学生証を所持し、本学職員の請求があったときは、呈示しなければ

ならない。 

２ 学生証は、他人に貸与し又は譲渡してはならない。 

３ 学生証を所持していない者に対しては、教室、研究室、図書館等本学施設の使用を禁

止することがある。 

 

第３章 学生生活担当教員 

(学生生活担当教員) 



第７条 学生は、円滑な学生生活を送るため、学部が定める方法により選任された学生生

活担当教員の指導・助言を受けるものとする。 

 

第４章 宿所 

(宿所) 

第８条 学生は、毎学期始めの所定の期日までに、所定の手続により宿所を、所属する学

部長に届出しなければならない。 

２ 学生は、宿所を変更したときは、その都度直ちに所定の手続により宿所を、所属する

学部長に届出しなければならない。 

 

第５章 健康診断 

(健康診断) 

第９条 学生は、本学が行う健康診断を毎回受診しなければならない。 

２ 学生は、健康診断の結果に基づき本学が行う指示に従わなければならない。 

 

第６章 学生団体 

(設立の承認) 

第１０条 学生が、学内において学生の団体(以下「学生団体」という。)を設立しようと

するときは、所定の学生団体設立願にその団体の趣旨、目的、事業等を明らかにした規 

 約、学生団体調書等指定された書類を添えて、学長に提出し承認を受けなければならな

い。ただし、その団体の構成員が１学部に限られるときは、設立願等を当該学部長に提

出し承認を受けなければならない。 

２ 新たに設立を希望する学生団体は、次に掲げる各号に留意の上、必ず責任者及び本学

教員である顧問を置くこととする。 

(1) 複数の学生団体の責任者を兼任することはできないものとする。 

(2)  顧問となる教員は、本学の専任教員とする。 

(3) 複数の学生団体の顧問を兼任する場合は、当該学生団体を含め３団体以内とする。 

３ 構成員は、１０人以上の本学学部学生とする。 

(学生団体承認の有効期間) 

第１１条 前条に規定する学生団体承認の有効期間は、当該学生団体が承認を受けた日か

ら翌年度の５月末日までとする。 

２ 学生団体承認の有効期間を超えて存続することを希望する学生団体は、毎年度５月末

日までに、所定の学生団体承認期間更新願に必要書類を添えて、学長又は所属する学部

長(以下「学長等」という。)に提出し、承認を受けなければならない。 

（学生団体の責任者等の変更及び解散の届出） 

第１２条 学生団体が承認を受けた期間内に責任者又は顧問教員を変更した場合には、所

定の学生団体責任者等変更届を学長等に提出しなければならない。 

２ 学生団体が解散するときは、所定の学生団体解散届を学長等に提出しなければならな

い。 

（罰則) 



第１３条 第２１条及び学長告示等に反し、著しく本学の名誉を毀損した学生団体に対し、

学長は次の措置をとることがある。 

(1) 承認取消し 

 (2)  活動停止 

(3)  厳重注意 

２ 承認取消し又は活動停止となった学生団体は、共用施設使用の権利を失うものとする。 

（安全管理） 

第１４条 学生団体は、安全管理及び事故防止に努めなければならない。 

２ 課外活動中に事故が発生した場合、当該学生団体は当事者の安全確保及び医療機関、

大学、家族等関係先への連絡を行うとともに、課外活動事故報告書を速やかに教育・学

生支援機構長及び当事者の所属する学部長へ提出しなければならない。また、当該学生

団体は、事故発生日より起算して１ヶ月以内に、教育・学生支援機構長及び当事者の所

属する学部長へ再発防止策を提出しなければならない。 

 

第７章 合宿・遠征、集会・行事等 

（合宿・遠征） 

第１５条 学生団体が合宿又は遠征するときは、所定の合宿・遠征届を学長等に提出しな

ければならない。 

(集会・行事等) 

第１６条 学生又は学生団体が、学内において集会又は行事等(集団示威行動を含む。以下

同じ。)を開催しようとするときは、実施する日の３日前までに、所定の集会・行事等開

催届を学長等に提出しなければならない。 

２ 前項の集会・行事等開催届を提出するときは、あらかじめ当該の集会又は行事等に使

用しようとする施設(屋外を含む。)の管理者の承認を受けなければならない。 

(留意事項) 

第１７条 学生又は学生団体が、学内において前条に規定する集会又は行事等を開催する

ときは、本学の教育、研究、診療等に支障がないよう、また施設、設備及び環境を損な

うことがないようにしなければならない。 

 

第８章 掲示物及び拡声器の使用 

(掲示物) 

第１８条 学生又は学生団体が、学内においてビラ、ポスター及び立看板等(以下「掲示物」

という。)を掲示するときは、当該掲示物に掲示年月日及び掲示責任者名(学生団体であ

る場合には、学生団体名)を明記して、所定の場所に行わなければならない。 

２ 掲示の期間は１週間以内とし、掲示の期間を経過した掲示物は、当該掲示責任者が速

やかに撤去しなければならない。 

３ 掲示物は、危険を伴ったり、美観を損ねるものであってはならない。 

４ 第１項又は第２項の規定にかかわらず、掲示物の掲示場所及び掲示期間については、

掲示しようとする施設の管理者が特に認めた場合は、この限りでない。 

(拡声器の使用) 



第１９条 学生又は学生団体が、学内において拡声器を使用する等音響を伴う行為をしよ

うとするときは、教育、研究、診療等に支障がないようにしなければならない。 

 

第９章 諸施設の使用 

(諸施設の使用) 

第２０条 学生又は学生団体が、本学の諸施設を使用するときは、当該施設の使用に係る

規則の定めるところに従わなければならない。 

 

第１０章 秩序及び風紀 

(秩序及び風紀) 

第２１条 学生は、個人的及び集団的行動において、法令及び学内諸規則を遵守し、学内

の秩序又は風紀を乱すようなことがあってはならない。 

 

第１１章 雑則 

（所定様式） 

第２２条 この準則に基づく所定様式は、教育・学生支援機構長が別に定める。 

２ 前項の所定様式に記載された個人情報については、利用目的の達成に必要な範囲内で

使用するものとする。 

(読み替え) 

第２３条 この準則を大学院の学生に適用するに当たっては、次の各号の区分に従って読

み替えるものとする。 

(1) 第８条第１項及び第２項については、「所属する学部長」とあるのは「所属する研

究科長」 

(2) 第１０条については、「所属する学部長」とあるのは「所属する研究科長」、「２

学部以上」とあるのは「２研究科以上又は研究科と学部」 

(3) 第１１条第２項については、「学長又は所属する学部長(以下「学長等」という。)」

とあるのは「学長又は所属する研究科長(以下「学長等」という。)」 

(準用) 

第２４条 この準則は、研究生、科目等履修生、聴講生、特別聴講学生、特別研究学生及

び受託研究生等についても準用する。 

 

附 則 

１ この準則は、平成１６年４月１日から施行する。 

２ この準則施行の際、既に提出されている宣誓書、保証書、学生記録、学生生活担当教

員届及び宿所届は、この準則の規定によって提出されたものとみなす。 

３ この準則施行の際、既に交付されている学生証は、この準則の規定によって交付され

たものとみなす。 

４ この準則施行の際、既に承認されている学生団体は、この準則の規定によって承認さ

れたものとみなし、その承認期間は平成１６年５月末日までとする。 

     附 則 



 この準則は、平成１６年１１月１６日から施行する。 

      附 則 

 この準則は、平成１７年９月１４日から施行する。 

      附 則 

 この準則は、平成１８年４月１日から施行する。 

      附 則 

 この準則は、平成１９年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この準則は、平成２４年１１月２８日から施行する。 


